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通勤鉄道利用者の年齢階層別経路選択特性に関する時系列分析
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The population in Japan has been declining since 2005. On the other hand, the aged population is growing at a faster pace. 

The decrease in population and the aging have sigi1ificant impact on the urban travel demand such as commuting trip. It is 

necessary to improve the railway responding to such trend of the social change. Transpm1ation census is implemented each 5 

years since 1960. The census obtains not only the route from origin zone to destination zone but also passenger's attribution 

such as age. 1!1 this study, the each age group route choice characteristics are analyzed based on the census data. 
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1. はじめに
東京都市圏は，世界に類を見ない梱密な都市鉄道ネッ

トワークが整備され，毎日 3,000万人を超す人々が鉄道

によって日常活動を行っている．少子高齢社会が進展し，

高齢者の梢栖的な社会経済活動への参画が必要となる今

後においては，都市鉄道サービスのあり方がわが国の発

展を左右するといっても過言ではない．

東京都市圏の都市鉄道整備は，輸送力増強およびネッ

トワークの整備 ・拡大を目的とする「最的股備」から，短

絡線や追い越し施設の挫備による慢性的遅延問題解消や

鉄道駅改良による乗換利使性の向上等，既存ストックの

有効活用による「伊i的挫備」へと変わりつつある．高齢者

の都市鉄道サービスに対するニーズを踏まえ，これらの

盤備の詳細計画や評価を行うことが今後は重要となる．

しかしながら，これまでの高齢社会における交通サー

ビスに関する検討は，高齢者の身体特性やトリップ頻度

に焦点が当てられ，バリアフリー施設整備の必要性や低

頻度の交通術要に対する対応策等が中心である 1~5).f建

康で意欲的な泊j齢者の社会経済活動への参画を支えると

いった視点から，高齢者の交通サービスに対するニーズ

を捉えようとする検討は殆ど行なわれていない 6, 7).巨

大な鉄道徹要を抱える東京都市圏においては，年齢階陀

や利用時間帯による都市鉄道サービスに対するニーズの

迎いを捉え，戦略的な都市鉄道計画を検討していくこと

が今後は必要である．

このような問題意識のもと，本研究は年齢1牡府による

都市鉄道サービスに対するニーズの迎いに焦点をあて，

実際に選択した経路の特徴からそれらを見出すことを試

みるものである．具体的には，実利用経路の特徴（最短

所要時fill経路，最安運賃経路等）から，利用者を経路選
択特性が類似したいくつかのタイフに類型化し，類型化

された各利用者タイプに含まれるサンプルの年齢構成を

調べることにより，経路選択行動の特性と年齢階）丹との

関係性を明らかにする．ここでは， 1990年，1995年， 2000

年， 2005年の大都市交通センサスにおける個漿データを

使用し，時系列の分析を行う．これにより，都市鉄追サ

ービスに対するニーズの時代による変化や年齢階形によ

る違いを捉え，今後の新たな都市鉄道サービスに向けた

基碍的な情報を示す．

2 分析方法

2. 1 分析データ

大都市交通センサスは， 1960年以降5年毎に実施され

ており，最新調査年は 2005年である． 2000年調査まで

は，通勤定期購入者に調査票を配布し，出発地，到着地，

利用路線，乗車駅，乗換駅，最終降車駅等の利用経路や

年齢階庖等の利用者屈性の取得を行なってきたが，通勤

定期利用率の低下等を理由に， 2005年調査からは，利用

券種に関係なく調査票を配布し，上述の利用者情報に加

え移動目的を取得するようになっている，

各年の調壺において年齢および利用経路が正確に把握

できるサンプル数はTableIのとおりである年々サンプ

ル数が減少しており，特に調査手法が変更となった 2005

年は激減しているまた， 20歳代のサンプル割合が年々

低下していることも特笙すべき点である．進学率の上昇

や最気の影響による就職率の低下等が一因と考えられる

ものの，取得サンプルの年齢階／団のバランスにも配應し

た調査設計が今後は必要であろう．

Table I Number of Commuting_~les 

1990年 1995年 2000年 2005年

20歳代
140,451 106,004 59,360 13,070 

(40.2%) (38.0%) (26.5%) (10.3%) 

30歳代
76,876 58,092 47,389 29,660 

(22.0%) (20 9%) (21.2%) (23 3%) 

40歳代
69,345 53,776 41,821 31,659 
(19.9%) (19 3%) (18.7%) (24.9%) 

50歳代
45、047 43,429 52,649 37,149 

(12.9%) (15 6%) (23.5%) (29.2%) 

60歳代
17,426 17,300 22,641 15,660 

(5.0%) (6.2%) (10.1%) (123%) 

計・
349,145 278,601 223,860 127, I 98 

(100.0%) (100.0%) (100.0%) (1000%) 
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2. 2 分析の概要

通勤サンプルの実利用経路における各交通サーピス

（運貨，所要時間，乗換時間等）と代替経路のサービス

とを比較して，実利用経路の方が優れているサーピス項

目がどの程度含まれるのかを確認する．ここでの代替経

路とは，同一のODである他のサンプルが選択している

経路としている各サーピス項目について，優位な出合

に 1を， 優位で無い届合に 0を付したデータセットを作

成する例えば，当サンプルが実際に利用した経路の運

貨が代替経路の中で最安であれば 1を，そうでなければ

0を付す このデータセットに数仇化m類を適用するこ
とにより ，経路選択行動の特性が類似したサンプルを類

型化し，類型化されたタイプと年齢階附との関係性を分

析する．

2. 3 サンブルの抽出

Table Iに示した通勤サンプルの中から，まず4年次す

べてにおいてサンプルが存在する ODを抽出する全OD

ベア 2,660,161(1,631ゾーンX1,631ゾーン）のうち，4年

次すぺてにおいてサンプルが存在するODペアは，22,422

(0.8%)である．

次に，同一 ODで複数経路での利用実能がある ODの

サンプルを抽出する．抽出されたサンプル数を Table2 

に示す．概ねTableIと同様のサンプルバランスになって

しヽる．

2. 4 交通サービスデータの整偏

各サンプルの利用経路に関する交通サーピスデータと

して，運賃，乗車時間，乗換時間，列車内混雑状況，端

末時間とする．各データの整備方法を以下に示す．

①運貨： 1ヶ月通勤走期を月 40回利用とみなし，1回あ

たりの運貨を葬出し設定する．なお， Table3に示す

ように 1990年～2005年のItlに数回の運貨値上げが行
われている．

②乗車時間，乗換時間： 乗車時間は，列車に乗車してい

る総時間のことであり ，駅間通過時間の総和である．

各年次の時刻表よりビーク 1時間帯における各駅間

の平均所淡時間を求め計nするなお，ビーク 1時間
は都市交通年報における最混雑区間における最混雑

時間帯とする．乗換時間は，乗換駅での移動にかかる

時間と乗車するためにホーム上で列車を待っ時間の

総和である．移動時間については，データの制約上

2005年の各駅における時間とする．待ち時間につい

ては，各年次の時刻表より各駅におけるビーク 1時間

の列車本数をカウントし ，運行間隔の 1/2の時間とし

て設定する（例えば， 1 0 本／時の比｝合， 連行間,~が 6

分であるから待ち時間は3分となる）．これらを合計

し乗換時間を節出する．

③列屯内混雑状況：列車内の混雑に対する不快感を，（式

I)に示す混雑指漂を用いて表す．この指標は， 2000

年の運輸政策審議会答q1第 18号における鉄道経路選

択モデル 8)に取り入れられたものである．なお，各

駅間の混雑率は， 2005年については大都市交通セン

サスの調査結果を基に設定し，その他の年次について

は推計を行なう．具体的には， 主要区間については都

市交通年報で公表されている混雑率を採用し，その他

の区間については，主要区間における混雑；釦の 2005

年との比率を乗じて符出する．

’’ 混雑指標＝こ（駅間乗車時間x駅間混雑卓 ） （式 I)
屹9

Table 2 Number of Picked up Samples 

1990年 1995年 2000年 2005年

20歳代
4,664 3,493 1,777 413 
(43.2%) (43.2%) (28.7%) (10.00/o) 

30歳代
2,543 1,692 1,339 1,033 
(23.5%) (20.9%) (21.6%) (24.9%) 

40改代
2,052 1,357 1,063 1,123 
(19.0%) (16.8%) (17.2%) (27.1%) 

50歳代
1,168 1,134 1,457 1,102 
(10.8%) (14.0%) (23.5%) (26.6%) 

60牧代
377 417 557 471 
0.5%) (5.2%) (9.0%) (11.4%) 

計
10,804 8,093 6,193 4,142 
(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) 

Table 3 Exam~ge~ti_t浬 PassTicket Price 

1990年 1995年
2000年

2005年

JR東日本
10 Ian 4,940 4,940 5,040 

（俎直特定区Itl) 15km 6,180 6,180 6,300 

20km 8,650 8,650 8,820 

10km 5,730 7,360 7,480 

東京メ トロ 15km 6,220 8,120 8,250 

20kn1 6,470 8,400 8,540 

10km 5,220 6,750 7,560 

西武鉄追 15km 6,050 7,900 8,700 

20km 6,660 8,850 9,830 

（単位：円／月）

④端末時間 ：端末時間とは，出発ゾーンから乗車駅まで

のアクセス時間と最終降車駅から目的ゾーンまでのイ

グレス時間の総和である．データの制約から．年次別

に駅アクセス交通の状況を把握できなかったため，

2005年時点における時間を設定する．

3.数量化皿類による年齢階層別経路特性分析

3. 1 軸の抽出

各サンプルの実利用経路の各サービス項目をカテゴリ

ーとして，数屈化1Il類を適用した結果．累積寄与平60%

で2つの軸が抽出された． Table4に各軸の固有値，寄与

舟累積寄与率を示す．以降では，これら 2つの軸によ

るカテゴリースコア，サンプルスコアを用いて分析を進

める．

3. 2 カテゴリースコア

罫出されたカテゴリースコア())散布図を示す． 1•' i g. ) は
横軸に 1軸を縦軸に 2軸左レったものである。 1軸につ

いては，正方向に乗車時間，列車内混雑状況といった乗

車中のサーピスに関する変数が位骰しており，仕方向に

はその他のサービスが位骰している． 2軸については，

負方向に列卓内混雑状況，乗換時間といった術要の多寡

により変動するサービスが位置しており，正方向は需要

によらず固定的であるサービスが位僅している． これら

より， 1軸は乗車中のサービスに対する選好を表す軸． 2

軸は術要により変動するサーピスに対する選好を及す軸

と解釈することとする．

3. 3 サンブルスコア
麻出されたサンプルスコアの散布囮を示す．Fig.2は横

軸に 1軸を縦軸に2軸をとり，各象限に含まれるサンプ
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ル数を示している．第 1象限すなわち乗車時間に重きを

おくサンプルが最も多く，次いで乗換時間，運賃・端末

時間，列車内混雑状況の順となっているまた，サンプ

ルの分布状況から運賃 ・端末時間に頂きをおくサンプル

が一箇所に集中しているのが見て取れる．これは，この

象限に含まれるサンプルの反応パターン (Iが付してあ

るサービス項目のパターン）が類似しているためであり，

最安運貨経路，最短端末時間経路となる経路は他のサー

ビスにおいて他経路よりも劣っている場合が多いことを

意味している．通勤定期の支給対象経路を最安運賃経路

としている会社もあることを勘案すると，最安運賃経路

が他のサービスにおいて他経路よりも劣っているといっ

た傾向は，利用者の経路選択における真の選好を歪めて

いる可能性を示唆していると考えられる．

Table 4 Result of ~ Ill 

3. 4 年次別タイ プ構成比率の推移

上記で4つのタイプに分類されたサンプルについて

年次別にタイプの構成比率を算出する．Fig.3は，年次別

のタイプ構成比率を示した図である．

「運賃・ 端末時間」に着目すると変動しているのが見

て取れる．これは，先に示したように 1990年以降数回の

運賃値上げが行われており，これが変動の原因になって

いるものと推察される．

「乗車時間」に着目すると， 1990年以降最も構成比率

の高いサービス項目となっており，乗車時間の短縮に対

する利用者ニーズは引き続き高いことが読み取れる．快

速運転の実施等速逹性向上に向けた取り組みが引き続き

籠要であることを示唆している．

固有値 寄与率（％） 累積寄与率（％）

「列車内混雑状況」に着目すると， 2000年まではそれ

ほど大きな変化が見られないが， 2005年に大きく 比率が

低下しているのが見て取れる．これは，各鉄道事業者の

複々線化や新線の開業が影響しているものと推察される．

「乗換時間」に着目すると，「列車内混雑状況」と同様

に 2000年まではそれほど大きな変化が見られないが，l軸 0.225 34.2 34.2 
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Fig.2 Sample Score 

2005年には大きく比率が上昇している．鉄道事業車間の

相互直通運転化や運行本数の増発が積極的に行われてき

たことを勘案すると，乗換駅における移動に対する比重

が高まってきたものと推察され，乗換駅における移動時

間の短縮が今後の都市鉄道サービスにおいて主要な政策

課題の一つになると考えられる．

3. 5 年齢階層別タイプ構成比率の推移

Fig.4は， 年次別・年齢階陪別にタイプ構成の比率を示

したものである．

まず，年齢階附による構成比率の違いに着目する．年

齢階陪ごとのタイプ構成比率を比較すると，どの年次に

おいても 50歳代，60歳代の 「列車内混雑状況」の構成

比率が他の年齢恩と比べ同程度か低い割合になっている

ことが見て取れる．そこで， 1995年と 2005年について

年齢階彫別に自宅を出発する時刻を集計した結果を

Fig.5に示す．7:00~8 : 59をヒー゚ク，それ以外をオフ

ピークとして集計している．これによると，50歳代， 60

歳代はともにオフヒ°ークに出勤している割合が高く ，混

雑を避けた通勤行動を行っていることが見て取れる．こ

のことから，これまでの輸送力増強による混雑対策は，

特に 20歳代から 40歳代の働き盛りの利用者に対し効果

をもたらしたと考えられる．

一方， 「乗換時間」については，どの年齢階府において

も近年高い構成比率を占めるサービス項目となっている．

2005年に着目すると，特に 60歳代の構成比率が他の年

齢階阿よりも商くなっているのが見て取れる．2005年60

歳代の世代が 50歳代であった 1995年に着目すると，こ

の世代の乗換時間に対する構成比率が他の年齢階燭より

も高くなっており，世代の特徴とも読み取れる．一方，

これから高齢者の仲間入りをする 2005年50歳代につい

ては，乗換時間に対する構成比率が他の年齢階阿に比べ

て低くなっており，乗換をあまり気にしない世代である

と考えられるただし，先に挙げた 2005年60歳代の世

代を例に挙げると， 50歳代から 60歳代と年齢を重ねる

ことで乗換時間に対する構成比率が約4ポイントも上昇

しており， 加齢とともに経路選択の選好が変化すること

が伺える．そのため，継続的にこのような分析を行い，

加齢による経路選択に対する選好の変化や，世代による

変化傾向の違い等について分析を進めていく必要がある．
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4.おわりに

本研究では， 1990年以降の大都市交通センサスの個奴

データを川いて，鉄道利用者の実利用経路の特徴から，

利用者を経路選択特性が類似したいくつかのタイフに類

型化し，類型化された各利用者タイプに含まれるサンフ

ルの年齢構成を調べることで，経路選択特性と年齢階府

との関係性について分析を行った，

分析結果から経路選択に対する選好として，①乗車時

間の短縮に対する利用者ニーズは引き続き商いこと，②

これまでの複々線化や新線建設等の輸送力増強施策によ

り，列車内混雑に対する比重は低下傾向にあること，③

一方で乗換駅での移動時間の短縮に対するニーズが高ま

っており特に麻齢通勤者のニーズが高いことが明らかと

なったまた，同一世代の加齢による経路選択選好の変

化を捉えられたことも時系列で分析を行った本研究の成

果の一つと言えよう．

今後の都市鉄道計画において主要な政策課頌となる乗

換駅における移動時間の短縮については，ホーム等の移

設により乗換距離を物理的に短くする施策のほかに，歩

行者流の滞留や交錯を栖力少なくする容枇や施設配骰の

検討が挙げられる．夷際の計画を検討するに当たっては，

施策効果を検討可能な分析方法や分析ツールの開発が必

要となる．今後の都市鉄道計画を行う上での実務レベル

での検討課起が具体化できたことも本研究の成果と言え

よう．

なお，本研究は，文部科学省科学研究校補助金

(20760342)による助成を受けて実施したものである．
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